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マーサー、高インフレ・為替変動・住宅費高騰等の海外派遣者対応の実態調査 （2022 Navigating 

international assignments through difficult times ）結果を発表 

 

組織・人事、福利厚生・ウェルビーイング、資産運用のグローバルリーダー、マーサーの日本法人であるマーサージャパン株式会社

（本社：東京都港区、代表取締役社長 CEO 草鹿 泰士）は、海外派遣者処遇を確認するスナップショットサーベイ（2022 

Navigating international assignments through difficult times ）の結果を発表した。 

世界的なインフレの加速、急激な為替変動、世界各国における住宅費や水道光熱費の高騰などにより、海外派遣者はこれまで

になく不安定な環境に置かれている。こうした状況下において企業には、機を見た迅速な対応だけでなく、困難に直面している       

社員に寄り添う姿勢も求められる。 

派遣者特有の不便（給与の支給が本国・任地で分かれているためやりくりしにくいなど）を考慮し、個人の事情に応じて任地        

支給額の変更を認めるなど、会社の柔軟な対応、配慮は検討に資するだろう。 

マーサーは、クライアント企業が従来のモビリティポリシー・運用ルールに沿って対処しているのか、あるいは臨時的措置を講じたのか、

グローバル規模で実例を収集した。調査はマーサーの生計費指数、生活環境指数等のデータを利用している企業を対象に、

2022年 12月 15日－31日に実施し、409社の日本企業から回答を得た。 

 

本サーベイについて、マーサージャパン プロダクト・ソリューションズ部門モビリティプラクティス代表の内村幸司は、次のように述べてい

る。 

 

「多くの企業は各国同時多発のインフレに対して「特別な対応はしない」と答えている。これは海外派遣者に支給されている「任地

生計費」が本国の生計費額を基準に本国と任地の物価差を考慮したものであり、かつ、インフレの影響を受けている住宅費や        

自動車費用などはそもそも会社が別途対応しているからだと考えている。規程やルールに基づき冷静に対応している様子が見受け

られた。一方、「ケースバイケース」で対応するという回答もあり、具体的な施策として回答されていた「生計費指数の臨時改定」は、

現行規程の範囲内で実施することができ、他企業にとっても参考になるだろう」 

  

報道関係各位 
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主な調査結果 

・ 本サーベイ（全 38 問）では、マーサーのクライアント企業各社が講じた海外派遣者処遇の最新施策について、「任地生計

費」「任地住宅」「水道光熱費」そして「ハードシップ」の側面から調査した 

 

【任地生計費】 

 現在の経済環境を踏まえ、「給与改定／特別措置を行う予定がありますか」という質問に対して、「行わない」と回答し

ている企業は 57％だった。一方、特別措置を行う場合は、「海外勤務手当に上乗せ」「直近の指数を確認し、指数の

変動度合に応じて臨時改定」等が回答された 

 給与改定を行った結果、購買力が低下しても、64％の企業が「特別なことはしないで、計算結果通りに生計費差額を

適用する」と回答している。一方、「ケースバイケース」と回答した企業は 25％だった 
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【任地住宅】  

 現在の経済環境を踏まえ住宅費施策において特別な措置を講じているか、という質問に対して、「差し当たって特別な

措置は講じていない」という回答は 71％、「現状の方針で十分である」と回答したのは 13％である 

 
 

 
 
 

【水道光熱費】 

 現在の経済環境を踏まえ水道光熱費の取り扱いを変更するか、という質問に「いいえ」と回答した企業は 93％だった 

 

【ハードシップと支援について】 

 今回のロックダウンや健康維持をめぐる環境の変化に対して 88%の企業が追加手当等金銭的な措置について           

「特別なことはしない」と回答している。一方で、何らかの形で非金銭的な追加支援を行っている企業は 7 割を        

超えていた。医療サポート（オンライン・電話）、非現金給付（食料品や生活必需品の送付）、リモートワークの       

許可等で追加支援をしている企業が多かった 
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高インフレ・為替変動・住宅費高騰等の海外派遣者対応に関する調査（2022 Navigating international assignments 

through difficult time）結果レポートはご購入もいただけます。レポートのお申込みにつきましては、こちらをご覧ください。 

 
 

調査概要 

・ 調査方法：インターネット調査 

・ 調査期間：2022年 12月 15日－31日 

・ 回答企業：409社 

  

https://www.mercerjapanis.jp/cgi/form/SnapshotSurvey/?_fsi=5hxX3MAu
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マーサーについて 

マーサーはより輝かしい未来は築くことができるものと信じています。私たちはクライアントと共に、仕事そのものを再定義し必要な改

革に導き、退職制度や年金の投資成果を再構築します。そして、真の健康とウェルビーイングへと導くビジョンを掲げています。全世

界約 25,000名のスタッフが 43 ヵ国をベースに、130 ヵ国でクライアント企業と共に多様な課題に取り組み、最適なソリューションを

総合的に提供しています。マーシュ・マクレナン（NYSE：MMC）の一員として、日本においては 40年以上の豊富な実績とグロ

ーバル・ネットワークを活かし、あらゆる業種の企業・公共団体に対するサービス支援を行っています。 

 

マーシュ・マクレナンについて 

マーシュ・マクレナン（NYSE：MMC）は、グローバルプロフェッショナルサービスを提供する企業グループとして、顧客企業にリスク、

戦略、人材分野の助言とソリューションを提供しています。マーシュ（保険仲介とリスクマネジメント）、ガイ・カーペンター（再保険

仲介・コンサルティング）、マーサー（組織・人事マネジメント・コンサルティング）、そしてオリバー・ワイマン（戦略コンサルティング）

から構成されており、年間総収入 200億米ドル超、全世界に 85,000名の従業員を擁し、世界各地の顧客に分析・アドバイス

を提供しています。 

 

お問い合わせ 

マーサージャパン株式会社 

広報: 天野 

Tel: 070 7548 7209 
Email: pr.japan@mercer.com 
 

 

https://www.mercer.co.jp/
https://www.marshmclennan.com/
https://www.marsh.com/jp/
http://www.guycarp.com/
https://www.mercer.co.jp/
https://www.oliverwyman.jp/
mailto:pr.japan@mercer.com

